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枝番

5 9

11 7

款 2 項 1 目 6

新たな雇用創出数　65人/年 若者が希望を持てる養父市だと思う人の割合　90％

事業費

区　分

事
業
目
的

事
業
内
容

背景と目的

対象 市職員・市民

国が進めるデジタル化の推進を行う。
併せて、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金に対応する。

根拠法令等
・デジタル手続法 　・デジタル社会形成基本法
・情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図
るための行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律

予算費目 総務費 総務管理費 企画費

予算総額(千円）

実施計画書（補正予算）

ページ番号

事業名

ま
ち
づ
く
り
計
画

柱

３－２_デジタル技術の積極的な活用（情報社会）

「公共」_様々な「公共」が地域を豊かにするまち

10年後の
数値目標②

横断的行動指針

（SDGs）

個別計画

10年後の
数値目標①

施策

1,422

会計区分

地 方 債

財
源
内
訳

一般財源

そ の 他

国支出金

県支出金

0

1,400

3,984

34,870

41,676

既決予算額（千円） 補正予算額（千円）

37,692

0

0

0

3,984

0

3,984

1,422

0

1,400

0

34,870

単位事業名

事業概要ま
たは補正の

内容

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用するに当たり、市内事業所の決済にて、
やっぷるカードが利用できるようにする。

【歳出】　　　　　　　　　　　　　　 合計3,984千円
ポイント発行使用料（追加分）
（発行額：309,525千円-100,000千円）×1.2％=2,515千円
会計年度任用職員１人（６か月間）　　　　 1,375千円
QRコード用スタンドほか　　　　　　　        50千円
加盟店向け説明会手数料　　　　 22千円×２回=44千円

【歳入】
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　3,984千円

養父市 担当課 経営企画部デジタルファースト課実施主体

当初補正区分

ジェンダー平等を実現しよう 産業と技術革新の基盤をつくろう

住み続けられるまちづくりを

一般会計

自治体DX推進事業費

エネルギーをみんなに、そしてクリーンに

補正予算

1



枝番

11

款 2 項 1 目 7

単位事業名

事業概要ま
たは補正の

内容

　地域の防犯活動を推進し、安全・安心なまちづくりの実現を図るため、地域団体が犯罪
の抑止を目的として設置する防犯カメラ設置に対し補助を行う。
　令和８年度の設置希望地区数は20地区、１地区当たりの補助上限額は８万円。

【歳出】　負担金、補助及び交付金
　　　　　＠80千円　×　20地区　＝　1,600千円

【歳入】　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　1,600千円

養父市 担当課 市民生活部市民課実施主体

当初補正区分

住み続けられるまちづくりを

一般会計

生活安全推進事業費

補正予算

4,342

0

0

0

1,600

0

1,600

0

0

200

0

4,142

0

会計区分

地 方 債

財
源
内
訳

一般財源

そ の 他

国支出金

県支出金

0

200

1,600

4,142

5,942

既決予算額（千円） 補正予算額（千円） 予算総額(千円）

実施計画書（補正予算）

ページ番号

事業名

ま
ち
づ
く
り
計
画

柱

３－４_安全安心なまちづくりの推進（生活基盤）

「公共」_様々な「公共」が地域を豊かにするまち

10年後の
数値目標②

横断的行動指針

（SDGs）

個別計画

10年後の
数値目標①

施策

若者が希望を持てる養父市だと思う人の割合　90％

事業費

区　分

事
業
目
的

事
業
内
容

背景と目的

対象 市民（地域団体）

　養父市内の刑法犯認知件数は減少傾向であるが根絶に至っておらず、地域の防犯力向上
が重要かつ喫緊の課題である。
　そこで地域を犯罪から守る活動を行う地域団体に対し、安全・安心な地域づくりにかか
る費用を補助し活動のサポートを行う。

根拠法令等 養父市防犯カメラ設置補助金要綱

予算費目 総務費 総務管理費 交通安全対策費
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10 11

款 3 項 1 目 3

単位事業名 社会福祉施設物価高騰対策給付金事業

事業概要ま
たは補正の

内容

物価高騰等の影響から、介護保険サービス・障害（児童）福祉サービス事業者への補助を
行う。補助額については、兵庫県が実施する補助額が影響額の1/2相当となっているため、
市からも県と同様に1/2を補助する。

(1) 対象事業者
　市内に所在する入所及び通所・訪問系の介護保険サービス事業者及び障害（児童）福祉
サービス事業者
【歳出】
(2) 給付予定額　　　　　　合　計　9,957千円
　入所系サービス事業者　　15施設　6,834千円（特養・養護・老健・介護医療院・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 小多機・GH・障害施設）
　通所系サービス事業所　　22施設　2,849千円
　訪問系サービス事業所　　20施設　　274千円
【歳入】
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　9,957千円

養父市 担当課 健康福祉部介護保険課実施主体

当初補正区分

すべての人に健康と福祉を 働きがいも経済成長も

人や国の不平等をなくそう

一般会計

老人福祉一般事務費

住み続けられるまちづくりを

補正予算

0

0

0

0

9,957

0

9,957

0

0

0

0

0

0

会計区分

地 方 債

財
源
内
訳

一般財源

そ の 他

国支出金

県支出金

0

0

9,957

0

9,957

既決予算額（千円） 補正予算額（千円） 予算総額(千円）

実施計画書（補正予算）

ページ番号

事業名

ま
ち
づ
く
り
計
画

柱

３－４_安全安心なまちづくりの推進（生活基盤）

「公共」_様々な「公共」が地域を豊かにするまち

10年後の
数値目標②

横断的行動指針

（SDGs）

個別計画

10年後の
数値目標①

施策

新たな雇用創出数　65人/年 若者が希望を持てる養父市だと思う人の割合　90％

事業費

区　分

事
業
目
的

事
業
内
容

背景と目的

対象 市内の入所系及び通所・訪問系の介護保険サービス事業所及び障害（児童）福祉サービス事業所

物価高騰の影響から、介護保険サービスや障害（児童）福祉サービスの提供にかかる電
気・ガス代等が上昇しており、事業所運営が厳しい状況にある。緊急的な支援として一定
の補助を行い、市民への安定的なサービス提供を確保していく。

根拠法令等 養父市社会福祉施設物価高騰対策給付金支給要綱

予算費目 民生費 社会福祉費 老人福祉費

3



枝番

11 6

款 4 項 1 目 1

そ の 他 0 0 0

財
源
内
訳

一般財源 0 0 0

国支出金 0 19,000 19,000

地 方 債 0 0 0

県支出金

事業費 0 19,000 19,000

0 0 0

背景と目的

エネルギーや食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市民等の経済的負担を軽減し、
市民の暮らしや産業を支える。
生活に不可欠な水道（料金）について、市民及び事業者を対象に水道基本料金２か月分を
全額免除する。

区　分 既決予算額（千円） 補正予算額（千円） 予算総額(千円）

会計区分 一般会計 当初補正区分 補正予算

事
業
内
容

事業概要ま
たは補正の

内容

■水道事業会計【上下水道課】
令和８年３・４月検針分の基本料金を全額免除
対　象：市民・事業者（官公庁及び１年に１度検針する施設を除く。）　約10,000件
　　　　３月検針分　19,000千円…今回の補正予算で給水収益を減額
　　　　４月検針分　19,000千円…令和８年度当初予算で給水収益を減額予定
　　　（２か月分の基本料金の減免額計　38,000千円）

■一般会計からの繰出金【経営総務課】
水道基本料金の減収分に対して、水道事業会計へ繰出金を支出する。
【歳出】
　今回の補正予算額　　　　　３月検針分　19,000千円
【歳入】
　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　19,000千円

予算費目 衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

根拠法令等 地方公営企業法、地方財政法、地方公営企業繰出基準（国通知）

事
業
目
的

対象 本市と給水契約のある市民及び事業者

実施主体 養父市 担当課 まち整備部上下水道課・経営企画部経営総務課

ま
ち
づ
く
り
計
画

柱 「公共」_様々な「公共」が地域を豊かにするまち ページ番号

施策 ３－４_安全安心なまちづくりの推進（生活基盤）

10年後の
数値目標①

横断的行動指針

（SDGs）

住み続けられるまちづくりを

新たな雇用創出数　65人/年

実施計画書（補正予算）

事業名 水道事業会計繰出金 単位事業名 水道基本料金減免

10年後の
数値目標②

若者が希望を持てる養父市だと思う人の割合　90％

個別計画

安全な水とトイレを世界中に

4
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3 11

款 4 項 1 目 2

単位事業名 医療機関等物価高騰対策給付金事業

事業概要ま
たは補正の

内容

　物価高騰等の影響から、医療機関等への補助を行う。
(1) 対象事業者
　市内所在の病院・診療所・薬局・助産所・施術所・訪問看護ステーション・歯科技工所
【歳出】
(2) 給付予定額　 18,058千円
　・病院・診療所（有床）　29千円×許可病床639床－休床86＝16,037千円
　・診療所（無床）　      43千円/施設　×　11施設＝473千円
　・歯科診療所　　　　　　43千円/施設　×　６施設＝258千円
　・薬局　　　　　　　　　43千円/施設　×　14施設＝602千円
　・その他施設　　　　　　43千円/施設　×　16施設＝688千円
　
【歳入】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　18,058千円

養父市 担当課 健康福祉部健康医療課実施主体

当初補正区分

すべての人に健康と福祉を 住み続けられるまちづくりを

一般会計

地域医療推進事業費

補正予算

0

0

0

0

18,058

0

18,058

0

0

0

0

0

0

会計区分

地 方 債

財
源
内
訳

一般財源

そ の 他

国支出金

県支出金

0

0

18,058

0

18,058

既決予算額（千円） 補正予算額（千円） 予算総額(千円）

実施計画書（補正予算）

ページ番号

事業名

ま
ち
づ
く
り
計
画

柱

１－２_生涯健康的に過ごすことができる環境（健康福祉）

「市民」_アクティブに自分らしく暮らすまち

10年後の
数値目標②

横断的行動指針

（SDGs）

個別計画

10年後の
数値目標①

施策

転入者数　630人 養父市に住み続けたいと思う人の割合　90％

事業費

区　分

事
業
目
的

事
業
内
容

背景と目的

対象 市内の医療機関、訪問看護ステーション、薬局、助産所、施術所、歯科技工所

物価高騰の影響から、医療機関等の運営にかかる電気・ガス代等が上昇しており、経営を
圧迫している状況にある。緊急的な支援として一定の補助を行い、市民への安定的なサー
ビス提供を確保していく。

根拠法令等

予算費目 衛生費 保健衛生費 保健事業費

5
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款 6 項 1 目 4

10年後の
数値目標②

暮らしのなかで異なる世代の人とつながり・つきあいがある人の割合　90％

個別計画

働きがいも経済成長も

実施計画書（補正予算）

事業名 畜産振興対策事業費 単位事業名

実施主体 養父市 担当課 産業環境部農林振興課

ま
ち
づ
く
り
計
画

柱 「地域」_つながりを力に開かれたコミュニティがあるまち ページ番号

施策 ２－３_次代を拓く農林業の推進（農林業）

10年後の
数値目標①

横断的行動指針

（SDGs）

貧困をなくそう

出生数　150人

会計区分 一般会計 当初補正区分 補正予算

予算費目 農林水産業費 農業費 畜産業費

根拠法令等

　

事
業
目
的

対象 養父市内の畜産（酪農）農家

背景と目的

　酪農農家の経営は、物価高騰のなか、円安、輸送コストの上昇等、市場経済の影響を受
け飼料価格は上昇している。さらに価格上昇分に乳価が追いついていない状況が数年続い
ており非常に厳しい経営状況となっている。そのため今後も市内において継続して酪農を
安心して継続できる環境づくりを支援し、経営安定を図ることを目的とする。

事
業
内
容

事業概要ま
たは補正の

内容

【支援内容】　令和７年度に市内で酪農を営む農業者に対し、経営継続を支援するため、

　　　　　　乳牛１頭当たり30,000円の補助金を交付する。

【対象者】　市内の酪農農家（対象農家 ４戸・対象頭数 240頭）

【補正要求額】　7,200千円

【歳出】酪農経営継続支援補助金　　　　　　　　　7,200千円

【歳入】物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　7,200千円

区　分 既決予算額（千円） 補正予算額（千円） 予算総額(千円）

0 0

県支出金

事業費 4,698 7,200 11,898

0 0 0

そ の 他 4,427 0 4,427

財
源
内
訳

一般財源 271 0 271

国支出金 0 7,200 7,200

地 方 債 0

6
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3 8

11

款 7 項 1 目 2

単位事業名 デジタルクーポン事業

事業概要ま
たは補正の

内容

加盟事業者で使用可能な地域通貨カードに、市民1人当たり15,000円分の地域通貨ポイント
を付与するもの。
　
　※加盟事業者　市内に事業所、店舗等を設置する者(本社、本店は問わない。)
　※交付対象者　基準日からクーポン終了日までに養父市内に住民登録のある者

【歳出】郵券料　986千円（普通郵便＠110円×8,961世帯）
        委託料　1,400千円（事務費等）
　　　　負担金、補助及び交付金　309,525千円（＠15,000円×20,635人）
【歳入】
　　　　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　275,229千円

養父市 担当課 産業環境部商工観光課実施主体

当初補正区分

すべての人に健康と福祉を 働きがいも経済成長も

住み続けられるまちづくりを

一般会計

商工振興事業費

補正予算

44,419

0

0

0

275,229

36,682

311,911

0

0

0

15,952

28,467

0

会計区分

地 方 債

財
源
内
訳

一般財源

そ の 他

国支出金

県支出金

0

0

291,181

65,149

356,330

既決予算額（千円） 補正予算額（千円） 予算総額(千円）

実施計画書（補正予算）

ページ番号

事業名

ま
ち
づ
く
り
計
画

柱

３－１_地域の価値を生かした仕事づくり（価値創造）

「公共」_様々な「公共」が地域を豊かにするまち

10年後の
数値目標②

横断的行動指針

（SDGs）

個別計画

10年後の
数値目標①

施策

新たな雇用創出数　65人/年 若者が希望を持てる養父市だと思う人の割合　90％

事業費

区　分

事
業
目
的

事
業
内
容

背景と目的

対象 市民、市内事業者

長引く物価高騰の影響等により、市内経済及び市民の生活環境は依然として深刻な状況に
あり、市内経済の活性化と市民に向けた消費支援は急務である。
このため全市民に対して、市内の加盟事業者で使用可能なデジタルクーポンを交付し、経
済支援を行う。

根拠法令等

予算費目 商工費 商工費 商工振興費

7


